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1. はじめに
近年、火山地域における不安定個所の抽出や内部

構造の把握を目的とした空中物理探査が各地で行わ

れている 1)．雲仙普賢岳平成新山溶岩ドーム（以下，

溶岩ドーム）は，13 枚の溶岩ローブと一部その間隙

を埋める火砕流堆積物により構成され，最大厚さ

300m に及ぶ 2)．1995 年に溶岩流出は停止したが，

傾斜 35°以上の斜面に亀裂性岩盤が流れ盤状に分

布し，大規模崩壊の懸念がある．また，下方の火砕

流堆積斜面からは断続的に土石流が発生している．

以上より，防災上の観点から，地上設置型合成開口

レーダーや GPS 測量等による動態観測ならびに空

中物電磁探査を主軸とした内部構造の検討が行われ

てきた．空中電磁探査は，実施年度は異なるものの，

豊水期ならびに渇水期に該当する複数回の測定が行

われており，地下水面の変化を示唆する低比抵抗領

域の変化がドーム下方斜面において確認されていた．

今回，より詳細に内部構造を検討することを目的に

上記 2 時期の比抵抗探査を行い，内部構造検討なら

びに大規模崩壊メカニズムを推定した．

2. 調査対象地ならびに手法について
2.1 調査対象地

調査対象地は，空中電磁探査については，雲仙普

賢岳平成新山溶岩ドーム周辺 35k ㎡，比抵抗探査に

ついては雲仙普賢岳平成新山溶岩ドーム東側斜面を

対象とした．

2.2 調査時期

2.2.1 溶岩ドームの変動と降雨

動態観測の結果，溶岩ドーム頂部では沈降がみら

れ，溶岩ドーム東部一帯を占める第 11 ローブには年

間 2~5cm 程度の変位が観測されている．変位と降雨

は即時的には対応しないが，半減期を 50 日とした

実効雨量と調和的であり（図 2.1），実効雨量 500mm

を閾値として変動傾向に違いがみられることから，

この値を境に豊水期と渇水期を設定した．

3.調査結果
3.1 空中電磁探査

空中物理探査は，電磁周波数ドメイン空中電磁探

査法で実施した．探査の結果，溶岩ドーム東側の火

砕流堆積物堆積斜面において、低比抵抗領域がみら

れ，豊水期-渇水期の差分を検討した結果，上記の領

域において比抵抗の変化が確認された（図 3.1）．

3.2 比抵抗探査（地上）

比抵抗探査は，2 極法で実施し，豊水期と渇水期

の 2 時期間での測定誤差を低減するために電極棒を

現地に残置し測定を行った．併せて現地露頭を用い

た簡易比抵抗測定を行い，比抵抗値の解釈の参考と

した（表 3.1）．

表 3.1 露頭比抵抗測定結果
比抵抗(Ωm)

火砕流堆積物上部（飽和） 300
火砕流堆積物（不飽和） 4000
火砕流堆積物（不飽和） 6800～9700
泥流堆積物（不飽和） 8900～15000
褐色ローム部 800
土石流または火砕流堆積物（飽和） 1800
火砕流堆積物（不飽和） 7500
溶岩 変質部（飽和） 350～420

新規
(平成噴火時)

旧山体

地質ならびに含水状況

比抵抗探査の結果，平成噴火以降に堆積した火砕

流堆積物（新規火砕流とよぶ）分布域では，地表部

の 30m 程度までは著しい高比抵抗域があり、鉛直下

方に向かってより低比抵抗となる（図 3.2）．新規火

砕流と平成噴火以前に堆積した古い火砕流等の旧火

山麓堆積物には、比抵抗による違いはなく，地下水

面の位置が比抵抗分布を規制している．

平成噴火前の旧山体が地表に露出する領域の一部

には湧水がみられており，その地点の比抵抗値を参

考に地下水面を 500~3000Ω程度と推定した（L1 な

らびに露頭比抵抗値より推定）．地下水面以深は，比

抵抗差分解析による比抵抗不変化領域に概ね一致し

（差分値±500Ωを測定誤差として不変化とみなし

た），年間を通して地下水に飽和されている領域であ

り，基底地下水面と考えられる．旧山体の一部にみ

られる数 100Ωとなる領域は，普賢岳の旧山体溶岩

と推定した．旧山体溶岩は熱水変質し粘土化する場

合が多くみられている．

比抵抗差分値は，-5000～5000Ωm の範囲となっ

た（図 3.3）．比抵抗変化領域は，標高 800～900m

で 5,000～15,000Ωm を示す新規火砕流堆積物分布

域にスポットもしくはレンズ状に断続的に分布する．

この領域は，溶岩ドームの末端部火砕流堆積物堆積

域にあたり，第 4 ローブ～第 6～9 ローブ間の火砕

流または斜面堆積物の斜面方向下方延長部に位置す

る．

図 2.1 溶岩ドームの変動と降雨

（2011 年 11 月～2014 年 3月）
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4 考察
4.1 比抵抗値と飽和度，強度の関係

比抵抗は，測定対象の構成地質，間隙率，飽和度

等を含めた総和的な値となる．対象斜面では，豊水

期-渇水期間に大きな地形変化は確認されていない

ことから，比抵抗値の変化は、地盤の水の動きに関

連した変化を示唆するものと考えられる．比抵抗変

化領域は、地下水面と考えられる不変化領域より上

方にあることから，比抵抗変化の要因は，地下水上

昇ではなく，地盤の含水率の変化，すなわち飽和度

の変化であると考えられる．

4.2 崩壊メカニズムの推定と今後の展開

一般に，飽和度が増加すると強度は低下する 4）．

今回確認された比抵抗の変化領域は，平面的には，

溶岩ドームをとりまくように分布する（図 4.1）．こ

の領域では，地下水面は低く不飽和領域ではあるも

のの，豊水期に飽和度が大きく上昇し強度が低下す

る可能性が

あり，これに

よって，火砕

流堆積物斜

面の土砂移

動（土石流や

ガリーの発

達）や溶岩ド

ームの変位

が進行して

いるものと

推定される

（図 4.2）．

今後，火砕流堆積物の地質構造や内部の不均一性

を把握した上で，不飽和領域における比抵抗変化領

域のより詳細な分布と飽和度と強度の関係を調査し

ていくことにより，溶岩ドームの大規模崩壊の発生

範囲や危険度評価、さらには不安定な火砕流堆積物

の土砂移動の将来予測へと展開できる可能性がある

と考えられる．

地下水位も上昇

火砕流堆積物

図 4.2 崩壊メカニズムの模式図
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低比抵抗領域の拡大

図 3.1 空中電磁探査結果
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図 3.3 比抵抗差分断面図（Ｌ-1渇水期-豊水期比抵抗）
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